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創業支援 新たな事業展開支援 

国 融資制度 補助制度 

県 融資制度 

 

融資制度、補助制度 

 

町 補助制度 補助制度 

創業支援、新たな事業展開支援に活用できる制度 

湯梨浜町の制度 A市の制度 B町の制度 

奨励金の申請者 事業者 

 

雇用者 雇用者 

対象雇用者の条件 • 町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

• 学校を卒業または中退
してから3年以内の市民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後1年間勤務 

• 市内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

 

• 学校を卒業または中退
してから1年以内の30歳
未満の町民または転入
してから1件以内の40歳
未満の町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 

• 町内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

 

対象事業者の条件 • 町内事業者 

 

• 市内事業者 • 町内または通勤可能な
町外の事業所 

• 自営業または家業継承
のために従事 

• 農林水産業に従事 

 

奨励金額 20万円（新卒者は30万円） 

 

3万円（就活学生登録者は5

万円） 

10万円 

• 湯梨浜町と他市町の制度の比較。特筆すべき相違点を赤い文字としている。 

雇用奨励金制度の比較 

 国・県・町の制度比較 

（創業支援の課題） 

• 国、県は融資制度のみで、補助制度がない。 

• 町は補助制度を設けているが、利用が少ない。 

（新たな事業展開支援の課題） 

• 国、県の補助制度は事業期間が短いなどの条件が厳しく、活用が難しい。 

• 町は補助制度を設けているが、利用が少ない。 

 

町内事業者数の減少が見込まれる中、活用しやすい制度による事業者支援が必要 

創業支援 新たな事業展開支援 

国 新創業支援融資 
• 限度額 3,000万円 

• 利率 2.51～2.90% 

 

小規模事業者持続化補助金 
• 対象経費 販路開拓、生産性向上（チラシ作成、店舗改

装） 

• 補助率 2/3 

• 補助上限額 50万円 

※持続的な経営に向けた経営計画の作成 

県 創業支援資金 
• 限度額 1億円 

• 利率 1.66% 

新規需要開拓設備資金 
• 限度額 鳥取県信用保証協会の保証枠 

• 利率 1.66% 

鳥取県産業成長事業補助金 
• 対象経費 新商品開発費、人材育成費、販路開拓費、事

業計画の実施に必要な建物、設備（機械装置、工具器具、
備品、システム）の県内事業所への導入費 

• 補助率 1/2 

• 補助限度額 500万円 

※事業計画の認定を受けた事業が対象 

町 ゆりはまじげ産業支援補助金 
• 対象経費 マーケティング戦略費、新商品開発費、人材育成費、販路開拓費、建物・機械装置・備品・システムなど

の導入費 

• 補助率 1/2 ※事業承継に関する事業は2/3 

• 補助限度額 200万円 ※事業承継に関する事業は300万円 

• 国、県は創業時に活用できる補助制度なし 

• 町は創業時に活用できる補助制度を設けているが、利用が少ない 

 周知不足、制度が複雑 

※黒文字は融資、赤文字は補助の制度をそれぞれ示す。 



活用しやすい事業者支援制度とするために 

湯梨浜町の制度 A市の制度 B町の制度 

奨励金の申請者 事業者 

 

雇用者 雇用者 

対象雇用者の条件 • 町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

• 学校を卒業または中退
してから3年以内の市民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後1年間勤務 

• 市内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

 

• 学校を卒業または中退
してから1年以内の30歳
未満の町民または転入
してから1件以内の40歳
未満の町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 

• 町内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一

般社団法人などの勤務
でないこと 

 

対象事業者の条件 • 町内事業者 

 

• 市内事業者 • 町内または通勤可能な
町外の事業所 

• 自営業または家業継承
のために従事 

• 農林水産業に従事 

 

奨励金額 20万円（新卒者は30万円） 

 

3万円（就活学生登録者は5

万円） 

10万円 

• 湯梨浜町と他市町の制度の比較。特筆すべき相違点を赤い文字としている。 

雇用奨励金制度の比較 

 町の支援制度が抱える問題点と解決案 

• 支援制度の内容が分かりにくい。 

 「創業支援」「新たな事業展開支援」など分かりやすいメニューを設ける。 

 これまでの町ホームページ、広報紙に加え、チラシを作成して広報を強化する。 

 

• 支援制度の補助上限額が大きく利用しにくい。 

 補助上限額を下げて利用可能枠を拡大する。 

 

• 制度活用後の事業の継続性が不透明。 

 申請時に事業者が作成する事業計画のフォローの強化。 

 

 

 
 国・県の支援制度が抱える問題点と解決案 

• 事業期間が短いなどの要件が厳しい。 

 国・県に対して要望を上げていく。 



• 10年前と比較して一般会員数は12.6％減となっている。一方で鳥取県全体
では20.6%減のため、減少率は緩やかであるといえる。 

• 令和元年度は消費税増税のタイミングでの廃業が続いているため、大幅な
会員数の減が予想されている。 

（参考）町商工会一般会員数の推移 
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• 鳥取県内の12月の有効求人倍率は26年ぶりに1.70倍に到達。雇用情勢は確
実に改善傾向にある。 

• 企業は深刻な人手不足に悩まされる状態が続いている。 
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（資料：鳥取労働局） 

（参考）雇用情勢の推移 

（資料：湯梨浜町商工会内部資料） 


